※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。
公務労協は、29日16時10分から、逢坂担当大臣政務官に対し、地域主権・国の出先機関改革にかかる要請を行った。この要請は、７月７日の第12回地域主権戦略会議で、「地方自治体の発意による出先機関の移譲を行う特例制度の骨子（素案・未定稿）」について議論が行われるとともに、９月に行われる戦略会議において、①広域的実施体制の枠組みの決定、②移譲対象事務・権限の範囲についての概ねの整理、③人員移管等の枠組みの決定および、「移譲対象出先機関決定に向けての中間とりまとめ」が行われることとなっていることを踏まえ実施したもの。

　交渉には、吉澤公務労協事務局長をはじめ該当構成組織の書記長、担当者らが参加した。

　冒頭、吉澤事務局長は、「国の出先機関移譲に関する特例制度の骨子の中で、出先機関職員は移譲の日において広域連合の職員となるとされている。これは、国家公務員から地方公務員への身分変更という労働条件上の重大な問題である」と指摘し、さらに、「公務労協との事前の話し合いが全くないまま、使用者側のみで構成される人材調整準備会合の設置が確認されたことは遺憾である」と述べ、それらの真意について質した。

　これに対し逢坂政務官は、「『人材調整準備会合』の件については、皆さんの立場を重く受け止め、さまざまな議論があった。その上で、使用者としてのスタンスを議論することなしに物事を次に進めることはできないとの考えのもと、使用者としてどういう課題があるのか整理しようとした、というのが包み隠しのない事実だ。今後は皆さんの立場を十分に尊重して、事前に情報交換して会議を進めていきたいと思っている。準備会合の次のステージに進めば、またやりとりしながら進めていきたい。」と答えた。

　これを受けて、吉澤事務局長は、「人材移管の問題については重大な労働条件の変更であるので、今後の会合にあたっては私どものの意見を踏まえて進めていただくよう重ねてお願いしたい」と求めた。

　逢坂政務官は「国の事務・事業を丸ごと受けて実施するという、前例のないことを実行しようとしているもの。これに伴う人材移管が、労働条件の重大な変更を伴うものであることはよく分かっており、できる限り丁寧にすすめていきたい」と述べた。

　その後、国家公務員の立場から、高倉全開発副委員長は、次の通り要請した。

(1） 出先機関改革について真っ向から反対するものではない。ただ、今回の改革案は「まず組織廃止あっての議論」としか思えない。８府省13機関の事務・権限の移譲としつつ、地方からの要望を踏まえ、まずは３機関移譲し、残りの１０について後回しにするような今のやり方は、１０機関に該当する組合員にとっても不安の中で勤務することになる訳であり、納得できない。１３機関を移譲するための法整備をした上で、地方の要望を聴取すべきだ。

(2) 各県からの出向者で構成されている広域連合に、国家公務員が移管される場合の身分の取扱いや、誰が使用者になるのかなど組合員からみると雇用・労働条件への不安が大きい。具体的議論を進める中で、こうした労働条件等も含めて検討いただきたい。

　続いて、受入側となる地方公務員の立場から、南部自治労政策局長より次のとおり要請した。

(1） 国の出先機関の見直しにあたっては、事務権限と財源はセットで検討すること

(2)　出先機関の事務・権限の広域連合への移譲は、住民との距離が大きくなり、また、責任の所在が明確でなくなること、迅速な意思決定ができないことが予想される。

(3) 権限、財源をきちんと都道府県に振り分けることを前提にしなければ中途半端な道州制、もしくは、国の政策目的を実現する手段としての都道府県広域連合になってしまい、公共サービスの水準の確保や雇用・労働条件を守ることはできない。

(4) 以上について、きちんと話し合う場が必要である。

　これを受けて、逢坂政務官は、次のとおり述べた。

(1) 民主党のマニフェストに、「出先機関の全廃」を掲げているが、私は「全廃」が目的ではなく、誰が運営・実施するのかが重要と思っている。出先機関の移譲対象については、自治体からの手上げ方式を認めようということであったため、８府省１３機関を基本に、できるところからということで３機関（地方整備局、経済産業局、地方環境事務所）の移譲から進めるということである。

(2)　職員の身分の問題や使用者の特定の問題については、これからの問題であり、具体的に検討していきたい。

(3)　現在の広域連合を出発点にしながら、九州や関西の意向に沿うようにすべきであり、①ガバナンス、②事務・事業の迅速性、③住民との距離、等の問題を克服しながら、新しいバージョンを作っていきたい。

(4) 財源の問題についても、セットで考えるようにしていくつもりである。

　最後に、吉澤事務局長が「出先機関改革はリストラ目的ではうまくいかない。まずは、雇用の安心があって、その上で次の課題へ進められるという意識を持っていただき、今後も信頼関係を密にしてしっかり対応されるようお願いする」と述べ、交渉を終えた。
